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○指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定…（障がい福祉課）２
○民有林の保安林の指定予定………………………（自然環境課）２
○民有林の保安林の指定……………………………（　　〃　　）２
○宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部
　を改正する告示……………………………………（山村・木材振興課）２
○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）４
○道路の供用の開始…………………………………（　　〃　　）４
○土砂災害警戒区域の指定………………………………（砂防課）５
○土砂災害特別警戒区域の指定…………………………（　〃　）５
　　　公　　　告
○堤防と道路との兼用工作物の管理の方法の公示……（河川課）５
○開発行為に関する工事の完了……………………（建築住宅課）５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○宮崎県財務規則の一部を改正する規則………………（財政課）１
　　　告　　　示
○公営企業の業務の状況の公表…………………………（財政課）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（　　〃　　）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の休止の届出…（　　〃　　）２
○指定自立支援医療機関（育成医療及び更生医療
　）の指定……………………………………………（障がい福祉課）２

告　　　　　示

規　　　　　則

　宮崎県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第56号
　　　宮崎県財務規則の一部を改正する規則
　宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（指定代理納付者による納付）
第38条　部局の長は、法第 231条の２第６項の規定による指定代理
　納付者（以下「指定代理納付者」という。）の指定をしようとす
　るときは、総務部長及び会計管理者に合議しなければならない。
２　知事は、指定代理納付者を指定したときは、その旨を告示する
　ものとする。

　（指定納付受託者の指定）
第38条　部局の長は、法第 231条の２の３第１項に規定する指定納
　付受託者の指定又は指定の取消しをしようとするときは、総務部
　長及び会計管理者に合議しなければならない。

　　　附　則
　この規則は、令和４年１月４日から施行する。

宮崎県告示第 984号
　地方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第40条の２第１項の規
定により、宮崎県公営企業の令和３年度上半期の業務の状況を別冊
のとおり公表する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 985号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第

４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ
り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。　　
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

国武薬局小林店 小林市駅南 279番地 令和３年11月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 986号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
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においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

国武薬局小林店 小林市駅南 279番地 令和３年12月１日

日向歯科診療所 日向市南町31番地 令和３年12月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 987号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第
４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ
り、指定医療機関から次のとおり休止した旨の届出があった。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 988号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び
更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 989号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療
を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 休止年月日

土持歯科医院 都城市上町15街区３号 令和３年８月17日

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

きらり薬局 えびの市 薬局 令和３年
12月１日

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

ペンギン薬局 宮崎市 薬局 令和３年
12月１日

藤元総合訪問看護ステー
ション

都城市 訪問看護 令和３年
12月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 990号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林予定森林の所在場所　東臼杵郡美郷町西郷田代
　字落水 761、字水海 12870
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりと
　　　する。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興局並びに美郷町役場に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 991号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第２項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定をする。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林の所在場所　延岡市安井町1271－１
２　指定の目的　魚つき
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興局並びに延岡市役所に備
　え置いて縦覧に供する。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部を改正する告示をここに公表する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県告示第 992号
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　　　宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部を改正する告示
　宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程（平成16年宮崎県告示第 570号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（貸付限度額、償還期間等）
第４条　［略］
２　貸付金の償還期間（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期
　間は、次の表のとおりとする。ただし、機械又は施設を購入する
　ための資金を借り入れる場合の償還期間及び据置期間は、減価償
　却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に
　定める耐用年数以内とする。

３～５　［略］
　（事業の完了、事業実施報告書等）
第12条　［略］
２　［略］
３　前項の場合において、借受者が法人格のない団体、中小企業者
　又は促進事業者が組織する団体であるときは、事業実施報告書に
　それぞれ個人別内訳、中小企業者別内訳又は促進事業者別内訳を
　明記し、各人、各中小企業者又は各促進事業者の確認印を押印し
　なければならない。
４・５　［略］

　（貸付限度額、償還期間等）
第４条　［略］
２　貸付金の償還期間（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期
　間は、次の表のとおりとする。ただし、機械又は施設を購入する
　ための資金を借り入れる場合の償還期間及び据置期間は、減価償
　却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に
　定める耐用年数以内とする。

３～５　［略］
　（事業の完了、事業実施報告書等）
第12条　［略］
２　［略］
３　前項の場合において、借受者が法人格のない団体、中小企業者
　又は促進事業者が組織する団体であるときは、事業実施報告書に
　それぞれ個人別内訳、中小企業者別内訳又は促進事業者別内訳を
　明記しなければならない。

４・５　［略］

貸付内容 償還期間 据置期間
　［略］
５　公共建築物等における木材の利用
　の促進に関する法律（平成22年法律
　第36号）第10条第１項の認定を受け
　た者が当該認定に係る計画に従って
　同法第２条第３項の木材製造の高度
　化を行うのに必要な同法第12条に規
　定する資金を借り入れる場合

　［略］

　［略］

貸付内容 償還期間 据置期間
　［略］
５　脱炭素社会の実現に資する等のた
　めの建築物等における木材の利用の
　促進に関する法律（平成22年法律第
　36号）第17条第１項の認定を受けた
　者が当該認定に係る計画を実施する
　のに必要な同法第19条に規定する資
　金を借り入れる場合

　［略］

　［略］

　別記様式第１号中「氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印」を「氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に改める。
　　　　　　　　　「

　別記様式第３号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式(注)中４及び５を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

ふりがな
　　　　氏名
（法人その他の団体に
あっては、名称及び代
表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
印

ふりがな
　　　　氏名
（法人その他の団体に
あっては、名称及び代
表者の氏名）

ふりがな

氏名 　　　　　　　　　　　　　印

ふりがな

氏名
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削り、６を４とし、７を５とする。

　別記様式第６号中「印」を削る。
　　　　　　　　　「

　別記様式第７号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　別記様式第８号、別記様式第12号及び別記様式第14号から別記様式第23号までの規定中「印」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、公表の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この告示の施行の際現に存するこの告示による改正前の宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の規定に定める様式による用紙は、当
　分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。

ふりがな
　　　　氏名
（法人その他の団体に
あっては、名称及び代
表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
印

ふりがな
　　　　氏名
（法人その他の団体に
あっては、名称及び代
表者の氏名）

ふりがな

氏名 　　　　　　　　　　　　　印

ふりがな

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 993号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和３年12月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
(メートル)

延　長

(メートル)

13 県道 高岡郡
司分線

宮崎市高岡
町上倉永字
長丸2784番
地先から同
市同町上倉
永同字2770
番まで

旧  9�9～
15�6

84�2

新 12�6～
16�7

84�2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 994号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和３年12月16日から同年同月30日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

13…
…

県道 高岡郡
司分線

宮崎市高岡
町上倉永字
長丸2784番
地先から同
市同町上倉
永同字2770

令和３年12月16日
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番まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 995号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす
る。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

日之影町 天 神 山 Ⅰ－１－3779 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県西臼杵支庁に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 996号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県西臼杵支庁に備え置いて縦覧に供する。）

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

日之影町 天 神 山 Ⅰ－１－3779 急傾斜地の崩壊

公　　　　　告

　河川法（昭和39年法律第 167号）第17条第１項の規定により、堤
防と道路との兼用工作物の管理の方法について、協議が次のとおり
成立した。
　なお、関係図面は、宮崎県県土整備部河川課及び宮崎県延岡土木
事務所において一般の縦覧に供する。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　河川の名称
　　一級河川五ヶ瀬川水系五ヶ瀬川
２　河川管理施設の名称又は種類
　　左岸堤防
３　河川管理施設の位置
　　延岡市細見町3637番４地先から延岡市細見町3647番ロ地先まで
４　管理を行う者の氏名及び住所
　　名称　道路管理者　延岡市

　　住所　延岡市東本小路２番地１
　　代表者の氏名　延岡市長　読谷山　洋司
５　管理の内容
　⑴　道路専用施設（路面（路盤の部分を含む。）、路肩、道路の
　　付属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物をいう
　　。）の新設（道路の付属物に係るものに限る。）、改築、維持
　　又は修繕
　⑵　路肩に接する法面の維持
　⑶　原則として道路専用施設に係る災害復旧
６　管理の期間
　　令和３年12月16日から道路の存続する日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第29条第１項の規定により
許可した次の開発行為に関する工事は完了した。
　　令和３年12月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

開発区域又は工区に
含まれる地域の名称

　　開発許可を受けた者の
　　住所及び名称

小林市細野字内田ノ前2626番
１、2626番７、2627番１、26
27番５、2632番１、2632番３
、2633番１、2633番４、2633
番５、2633番６、2633番７、
2634番１、2634番４、2637番
４、2637番６、2638番１、26
38番２、2639番１、2639番４
、2639番５、2640番１、2640
番２、2641番１、2642番１、
水路の一部

小林市細野2633番地１
株式会社ホシヤマ
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